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１． 15 年 9 月中間期の連結業績（平成 15 年 4 月 1日～平成 15 年 9 月 30 日） 
(1) 連結経営成績                            (記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。) 

 売 上 高     営業利益 経常利益 

 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％ 

15 年 9 月中間期 
14 年 9 月中間期 

           2,756    0.1 
             2,755  △1.0 

               155 △19,2 
               192   22.8 

               147 △16.0 
               175   21.3 

15 年 3 月期              5,422                216                190 
 

 中間(当期)純利益 
１株当たり中間 

(当期)純利益 

潜在株式調整後１株当 

たり中間(当期)純利益 

 百万円    ％ 円  銭 円  銭 

15 年 9 月中間期 
14 年 9 月中間期 

                72  △9.3 
           79   15.5 

                   4.35 
                 4.77 

        － 
       － 

15 年 3 月期             303                 18.12                 － 
(注)①持分法投資損益   15 年 9 月中間期 －百万円 14 年 9 月中間期 －百万円 15 年 3 月期 －百万円 
    ②期中平均株式数(連結)15 年 9 月中間期 16,673,390 株  14 年 9 月中間期 16,774,910 株  

15 年 3 月期 16,756,024 株 
    ③会計処理の方法の変更   無 
    ④売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 
(2)連結財政状態 
 総 資 産     株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円   銭 

15 年 9 月中間期 
14 年 9 月中間期 

9,391 
         9,645 

        6,209 
        5,978 

66.1   
           62.0 

         372.41 
           356.46 

15 年 3 月期            9,680          6,162         63.7          369.60 
(注)期末発行済株式数（連結）15 年 9 月中間期 16,672,668 株  14 年 9 月中間期 16,773,080 株   

15 年 3 月期 16,673,864 株 
 
(3)連結キャッシュ･フローの状況 

 
営 業 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高          

 百万円 百万円 百万円 百万円 

15 年 9 月中間期 
14 年 9 月中間期 

235 
233 

△22 
           △228 

           △364 
           △214 

1,313 
         1,321 

15 年 3 月期 408 △51              △422           1,464 
(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
   連結子会社数  1 社  持分法適用非連結子会社数  0 社  持分法適用関連会社数  0 社 
 
(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
   連結 (新規)   0 社 (除外)   0 社    持分法 (新規)   0 社 (除外)   0 社 
 
２．16 年 3 月期の連結業績予想（平成 15 年 4月 1 日～平成 16 年 3 月 31 日） 

 売 上 高 経 常 利 益 当期純利益 

 百万円 百万円 百万円 

通   期                  5,550 320                   160 
(参考)１株当たり予想当期純利益（通期）    9 円 59 銭 
 
※ 業績予想については、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、
今後様々な要因によって予想数値と異なる結果となる可能性があります。上記の予想に関する事項については、 
添付資料の３ページを参照して下さい。 



 

 

企 業 集 団 の 状 況 

 

当社の企業集団は、当社、連結子会社１社で構成され、物流事業（倉庫・運送業等）、保険代理 

業およびその他の事業を行っております。 

なお、当社の親会社は日本曹達㈱であり、同社は化学品の製造、販売を行っております。 

 当社グループの事業に係わる各社の位置づけおよび事業の系統図は次の通りであります。 

 

 (1)当社グループの事業に係わる各社の位置づけ 

  ［物 流 事 業］ 

   倉庫業：寄託を受けた貨物を倉庫に保管し、あわせて倉庫荷役および流通加工を行う事業で 

       あり、当社は親会社である日本曹達㈱等の得意先から委託を受けております。 

   運送業：貨物自動車による貨物の運送、利用運送を行う事業であり、当社は日本曹達㈱等の 

得意先の依頼を受けて、貨物の利用運送を行っており、その一部について三倉運輸 

㈱に委託しております。 

   その他：上記事業に関連した梱包業、通関業等の事業であります。 

  ［保 険 代 理 業］ 

              損害保険の代理業務等を行う事業であります。 

  ［その他の事業       ］ 

           車両等の賃貸を行う事業であり、三倉運輸㈱は当社より車両・設備等を賃借し、自 

動車運送業を行っております。 

 

 (2)事業の系統図 

 

 

     （関連当事者） 

       親会社：日本曹達㈱            得   意   先        

 

 

 

 

 

 

 

                 当          社                

 

 

       物流事業（倉庫・運送等）      保険代理業     その他の事業    

 

                             車両の賃貸 

 

 

                                                   

                   連結子会社 

                      三倉運輸㈱ 

 

 

 

 1 



 

 

経 営 方 針 

 

（１） 経営の基本方針 

当社は、「顧客に対し誠意を持って接すると共に、安全で迅速･正確なサービスを提供する」を経 

営の基本方針としております。 

 この方針のもと、当社は、物流サービスの高度化・多様化する顧客ニーズにお応えするとともに、 

積極的に事業活動を展開し、株主、顧客、従業員などのすべての皆さまの理解と共感を得る企業活 

動を行ってまいります。 

 

（２）利益配分に関する基本方針 

 当社は、収益力の向上と財務体質の強化を図りながら、株主の皆さまへの利益配分につきまして 

は、安定的な配当の継続を基本方針としております。 

内部留保につきましては、経営体質の強化と将来の事業展開に備えてまいります。 

期末配当につきましては、１株につき３円とし、中間配当と合わせ、年６円（前期比１株につき 

５０銭増配）の配当を予定しております。 

 

（３）中長期的な会社の経営戦略および対処すべき課題 

 当社は、「収益力の向上、強靭な体質」「キャッシュ・フローの改善、借入金返済等による財務体

質の強化」をテーマに掲げ、経常利益４億円以上、純利益２億円以上を目標とする新中期三ヵ年経

営計画（2004～2006年）の策定に入っております。 

 当社を取り巻く経営環境は、依然として厳しいものと予想されますが、得意分野に注力し、「経営

の基本方針」を忠実に実践してまいります。 

 

（４）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 

 （コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方） 

 会社が継続的に発展することを基本に、株主・顧客・従業員などすべての皆さまの理解と共感を

得る経営を実践していくことが最も重要な課題と考えております。 

 （コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況） 

 監査役制度を採用しており、監査役４名中３名が社外監査役（うち、常勤１名）であり、社外監

査役３名のうち常勤監査役は、当社の親会社である日本曹達(株)の出身であり、社外監査役２名は、

日本曹達(株)の関連事業室長および日本曹達(株)を親会社とする日曹グループの一員である日曹商

事(株)出身であります。 

なお、社外取締役は、選任しておりません。 

 また、本年６月１日付けで、企業倫理および遵法精神に基づく企業行動の徹底を図ることを目的

に、「コンプライアンス委員会」を設置いたしました。 

 

（５）関連当事者（親会社等）との関係に関する基本方針 

 当社は、日本曹達(株)を親会社とする日曹グループの一員として、物流業務、経営情報の交換な

どにつき、日本曹達(株)および日曹グループ各社と協力関係にあります。なお、日本曹達(株)は当

社株式の53.47％（うち間接所有分4.49％含む）を保有しております。 
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経 営 成 績 及 び 財 政 状 態 

 

Ⅰ．経営成績 

（１）当中間期の概況 

（業績の概況） 

 当中間期におけるわが国経済は、長引くデフレ経済のなか、民間設備投資はやや持ち直し、株価 

の上昇は見られたものの、個人消費は低迷を続け、景気は依然として厳しい状況で推移いたしまし 

た。 

倉庫業界におきましても、この景気動向を反映し、入庫高・保管残高ともに依然として低水準で 

推移し、厳しい状況が続きました。 

このような状況のもと、当社グループは積極的な営業活動を行ってまいりました。また、業務の

効率化や原価の低減などに取り組んでまいりましたが、取扱い貨物全般にわたり荷動きが低調で推

移いたしました。 

その結果、当中間期の連結営業収益は2,756百万円（前年同期比0.1％増）、連結営業利益155百 

万円（前年同期比19.2％減）、連結経常利益147百万円（前年同期比16.0％減）、連結中間純利益は 

72百万円（前年同期比9.3％減）となりました。 

 

（セグメント別の概況） 

物 流 事 業 

化学工業品は保管残高・数量ともに増加しました。また、運送取扱数量も増加したため、倉庫・

運送業は増収となりましたが、作業については綱島・大黒ふ頭事業所の閉鎖が一部影響したことな

どにより減収となりました。 

この結果、物流事業の営業収益は2,555百万円（前年同期比1.1％増）となりました。 

 

保 険 代 理 業        

火災保険の減収により営業収益は132百万円（前年同期比16.4％減）となりました。 

 

その他の事業        

その他の事業としては主に自動車のリース業等を行っており、営業収益は68百万円（前年同期 

比1.8％減）となりました。 

 

（２）通期の見通し 

 今後のわが国経済は、株価や企業収益に回復の兆しは見られるものの、雇用情勢や個人消費の低 

迷など景気回復には見通しがなく、依然として厳しい経営環境が続くものと予想されます。 

 このような状況下、当社グループの通期の連結業績につきましては、連結営業収益5,550百万円 

(前期比2.4％増)、連結営業利益330百万円（前期比52.2％増）、連結経常利益320百万円（前期比

67.7％増）、連結当期純利益160百万円（47.3％減）を予想しております。 
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Ⅱ．財政状態 

（１）当中間期の概況 

 当中間期末の総資産は、前期末比289百万円減の9,391百万円であり、主な内訳は「現金及び預

金」については借入金の返済であり、「有形固定資産」は佐野事業所の建物等の売却によるものであ

ります。当中間期末の株主資本は、前期末比46百万円増の6,209百万円であり「その他有価証券評

価差額金」および中間純利益による「利益剰余金」の増によるものであります。 

 

（キャッシュ・フローの状況） 

 １．営業活動によるキャッシュ・フロー 

営業収益は、取扱い貨物全般にわたり荷動きが低調で推移いたしましたが、前年同期に比べ2百

万円多い235百万円となりました。 

 ２．投資活動によるキャッシュ・フロー 

佐野事業所の建物等の売却などにより、前年同期に比べ205百万円少ない22百万円の支出となり

ました。 

 ３．財務活動によるキャッシュ・フロー 

 借入金の返済などにより、前年同期に比べ150百万円多い364百万円の支出となりました。 

 これらの結果、現金および現金同等物の中間期末残高は、前年同期に比べ7百万円減少し、1,313

百万円となりました。 

なお、借入金の当中間期末残高は前年同期に比べ466百万円少ない、1,745百万円となりました。 

 

（２）キャッシュ・フロー指標のトレンド 

                       平成15年9月期 平成14年9月期 平成15年3月期  

    株主資本比率(％)               66.1          62.0          63.7    

    時価ベースの株主資本比率(％)              33.2          25.0          25.1    

    債務償還年数(年)                           3.7           4.7           5.0   

    インタレスト・カバレッジ・レシオ(倍)       17.3          12.3          11.9   

  (注)・株主資本比率           ：株主資本／総資産 

    ・時価ベースの株主資本比率     ：株式時価総額／総資産 

    ・債務償還年数           ：有利子負債／営業キャッシュ･フロー 

    ・インタレスト・カバレッジ・レシオ ：営業キャッシュ･フロー／利払い 

 

    ※ 各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 

  ※ 株式時価総額は、中間期末(期末)株価終値×中間期末(期末)発行済株式数(自己株式控除

後)により算出しております。 

  ※ キャッシュ･フローは中間連結(連結)キャッシュ･フロー計算書の営業活動によるキャッシ

ュ･フローを使用しております。有利子負債は、中間連結(連結)貸借対照表に計上されてい

る負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としております。また、利払いについ

ては、中間連結(連結)キャッシュ･フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 

  ※ 債務償還年数の中間期については、年額に換算するために営業活動によるキャッシュ･フロ 

ーを２倍にして計算しております。 
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中 間 連 結 貸 借 対 照 表 

 

（単位：千円） 

                        期    別                                              前連結会計年度の  

                 当中間連結会計期間末 前中間連結会計期間末 要約連結貸借対照表 

  科    目                         平成15年9月30日現在   平成14年9月30日現在  平成15年3月31日現在 

       （ 資  産  の  部 ）        

流  動  資  産                        2,210,396         2,130,596         2,378,514    

      現 金 及 び 預 金                      1,413,602         1,321,107         1,564,802 

      受取手形及び営業未収金                        680,628           682,753           680,849 

た な 卸 資 産                            404               198               339 

そ         の         他            121,423           133,222           137,832 

      貸 倒 引 当 金       △     5,661      △     6,685      △     5,308 

  固  定  資  産                        7,180,950         7,514,907         7,302,064 

    有 形 固 定 資 産                           6,400,895         6,533,092         6,546,385 

      建 物 及 び 構 築 物                      1,802,968         1,745,956         1,932,513 

土                    地          3,917,654         3,947,134         3,917,654 

      そ         の         他            680,273           840,001           696,217 

    無 形 固 定 資 産                              14,334            20,004            16,067 

    投資その他の資産                             765,720           961,809           739,611 

      投 資 有 価 証 券                        516,390           534,585           475,998 

      そ         の         他          251,159           432,461           265,192 

      貸 倒 引 当 金                   △     1,829      △     5,237      △     1,579 

 

      資 産 合 計          9,391,347         9,645,503         9,680,578 
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（単位：千円） 

                        期    別                                              前連結会計年度の  

                 当中間連結会計期間末 前中間連結会計期間末 要約連結貸借対照表 

  科    目                         平成15年9月30日現在   平成14年9月30日現在  平成15年3月31日現在 

       （ 負  債  の  部 ）        

  流  動  負  債                        1,779,516         1,754,250         1,850,834    

      支払手形及び営業未払金                        369,774           384,876           398,710 

      短 期 借 入 金                        500,000           500,000           500,000 

      一年内返済予定長期借入金            474,052           466,702           558,452 

未 払 法 人 税 等                      86,600            86,100            44,600 

      未 払 消 費 税 等             37,056            24,513             1,817 

      賞 与 引 当 金            155,310           144,600           124,600 

      そ         の         他            156,723           147,458           222,654 

  固  定  負  債                        1,402,799         1,912,394         1,667,154 

      長 期 借 入 金                        771,938         1,245,990         1,001,764 

      退 職 給 付 引 当 金                        595,369           612,671           604,357 

   役 員退職慰労引当金                         35,491            53,733            61,033 

      負 債 合 計                       3,182,315         3,666,645         3,517,989 

    （少数株主持分）           

   少 数 株 主 持 分                     --                --                -- 

       （ 資  本  の  部 ）       

  資     本     金              1,831,000         1,831,000         1,831,000 

  資 本 剰 余 金              1,516,580         1,516,580         1,516,580 

 利 益 剰 余 金              2,818,828         2,629,165         2,796,303 

その他有価証券評価差額金                 42,851             2,851            18,725 

 自 己 株 式           △       227      △       739      △        19 

     資 本 合 計            6,209,032         5,978,857         6,162,589 

  負債、少数株主持分及び資本合計        9,391,347         9,645,503         9,680,578 
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中 間 連 結 損 益 計 算 書 

 

（単位：千円） 

                        期    別  当中間連結会計期間 前中間連結会計期間  前連結会計年度 

                                   平成15年4月 1日から   平成14年4月 1日から  平成14年4月 1日から 

  科    目                         平成15年9月30日まで  平成14年9月30日まで  平成15年3月31日まで 

  営  業  収  益                  2,756,986         2,755,578         5,422,418    

  営    業    費                  2,369,188         2,333,846         4,750,504 

           営 業 総 利 益                     387,797           421,732           671,914 

一 般 管 理 費                              232,584           229,542           455,122 

    役 員 報 酬                          46,350            45,630            90,270 

    給 与 ・ 賞 与                          58,365            58,651           134,515 

    賞与引当金繰入額                          21,027            18,868            18,688 

    退 職 給 付 費 用                 3,649             3,818             7,978 

    役員退職慰労引当金繰入額                    7,458             7,300            14,600 

    福 利 厚 生 費                          17,340            17,506            32,601 

    雑        費                78,393            77,766           156,467 

           営  業  利  益           155,212           192,190           216,792 

  営 業 外 収 益                               11,122            10,090            25,838 

       受  取  利  息                   106               207               261 

     受 取 配 当 金                     5,987             6,465             6,922 

    受 取 補 助 金                 1,800                --             4,000 

       雑       収       入                 3,228             3,417            14,655 

  営 業 外 費 用                               18,576            26,456            51,859 

    支  払  利  息                14,201            19,086            36,009 

       雑       支       出                 4,375             7,370            15,850 

       経  常  利  益           147,758           175,823           190,770 

特  別  利  益              --                --           474,394 

       固 定 資 産 売 却 益                    --                --           474,394 

特  別  損  失                      3,000            22,228           101,680 

    会 員 権 評 価 損                           3,000            22,228            22,491 

       投資有価証券評価損                    --                --            69,781 

       投資有価証券売却損                    --                --             9,408 

       税金等調整前中間(当期)純利益           144,758           153,595           563,484 

           法人税、住民税及び事業税              87,119            88,074           110,461 

       法 人 税 等 調 整 額                △    14,907      △    14,430           149,338 

           少 数 株 主 利 益                --                --                -- 

           中間（当期）純利益            72,546            79,951           303,684 
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中 間 連 結 剰 余 金 計 算 書 

 

（単位：千円） 

                        期    別  当中間連結会計期間 前中間連結会計期間  前連結会計年度      

                                   平成15年4月 1日から  平成14年4月 1日から   平成14年4月 1日から      

  科    目                         平成15年9月30日まで  平成14年9月30日まで  平成15年3月31日まで      

   

    （資本剰余金の部）      

 

  Ⅰ．資本剰余金期首残高     1,516,580         1,516,580         1,516,580 

 

   Ⅱ．資本剰余金中間期末(期末)残高         1,516,580         1,516,580         1,516,580 

 

      （利益剰余金の部） 

 

  Ⅰ．利益剰余金期首残高     2,796,303         2,591,153         2,591,153 

 

   Ⅱ．利 益 剰 余 金 増 加 高            72,546            79,951           303,684 

         中間（当期）純利益            72,546            79,951           303,684 

 

   Ⅲ．利 益 剰 余 金 減 少 高            50,021            41,940            98,534 

         配 当 金            50,021            41,940            83,872 

         自 己 株 式 消 却 額                --                --            14,661 

 

   Ⅳ．利益剰余金中間期末(期末)残高         2,818,828         2,629,165         2,796,303 
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中間連結キャッシュ・フロー計算書 

 

（単位：千円） 

                        期    別  当中間連結会計期間 前中間連結会計期間  前連結会計年度 

                                   平成15年4月 1日から  平成14年4月 1日から   平成14年4月 1日から 

  項    目                         平成15年9月30日まで  平成14年9月30日まで  平成15年3月31日まで 

 Ⅰ．営業活動によるｷｬｯｼｭﾌﾛｰ         

        税金等調整前中間(当期)純利益          144,758           153,595           563,484    

    減価償却費                        174,504           152,656           345,536 

        投資有価証券評価損                     --                --            69,781 

        会員権評価損                        2,750            22,228            22,121 

    貸倒引当金の増加額                    602             2,242             1,190 

    賞与引当金の増減額                 30,710             8,400      △    11,600 

        退職給付引当金の減少額       △     8,987      △     6,822      △    15,136 

        有形固定資産売却益                     --                --      △   510,699 

    受取利息及び受取配当金       △     6,094      △     6,672      △     7,183 

    支払利息                           14,201            19,086            36,009 

    売上債権の減少額                      220            66,348            64,269 

    仕入債務の増減額             △    28,936            41,737            55,571 

    未払消費税等の増減額               35,239      △     7,776      △    30,472 

        預り金の減少額               △    18,483      △   157,810      △   125,282 

    その他                       △    51,940      △     1,377            82,707 

            小   計                    288,546           285,835           540,298 

    利息及び配当金の受取額              6,094             6,672             7,183 

    利息の支払額                 △    13,599      △    18,958      △    34,465 

    法人税等の支払額             △    45,119      △    40,474      △   104,361 

  営業活動によるｷｬｯｼｭﾌﾛｰ                235,921           233,075           408,655 

 Ⅱ．投資活動によるｷｬｯｼｭﾌﾛｰ 

        定期預金の預入による支出               --                --      △   100,000 

    有形固定資産の取得による支出      △   122,594      △   245,431      △   517,387 

        有形固定資産の売却による収入           88,518                --           565,786 

        無形固定資産の取得による支出   △        72      △     2,282      △     2,282 

        投資有価証券の売却による収入               --                --             5,890 

    貸付による支出               △       800      △       840      △     2,264 

    貸付金の回収による収入              1,291             1,288             2,688 

        その他                             11,196            19,161      △     4,256 

    投資活動によるｷｬｯｼｭﾌﾛｰ           △    22,460      △   228,104      △    51,825 

 Ⅲ．財務活動によるｷｬｯｼｭﾌﾛｰ 

    短期借入れによる収入              150,000            200,000          600,000 

    短期借入金の返済による支出     △   150,000      △    235,000     △   635,000 

    長期借入金の返済による支出      △   314,226      △    137,142     △   289,618 

    配当金の支払額               △    50,226      △     41,991     △    83,737 

    自己株式の取得による支出     △       208      △        448     △    14,389 

  財務活動によるｷｬｯｼｭﾌﾛｰ           △   364,661      △    214,581     △   422,745 

 Ⅳ．現金及び現金同等物の減少額     △   151,200      △    209,610     △    65,915 

 Ⅴ．現金及び現金同等物の期首残高          1,464,802          1,530,717        1,530,717 

 Ⅵ．現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高        1,313,602          1,321,107        1,464,802 
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中間連結財務諸表作成の基本となる重要な事項 

 

［１］連結の範囲に関する事項 

    連結子会社１社 三倉運輸株式会社 

 

［２］連結子会社の中間決算日等に関する事項 

    連結子会社の中間決算日は、中間連結決算日と同一であります。 

 

［３］会計処理基準に関する事項 

  １．重要な資産の評価基準および評価方法 

   (1) 有価証券 

     その他有価証券 

       時価のあるもの………………中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額 

                    は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均 

                    法により算定） 

       時価のないもの………………移動平均法による原価法 

      (2) たな卸資産 

       貯蔵品…………………………先入先出法による原価法 

 

  ２．重要な減価償却資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産………………………親会社は定率法（ただし、平成10年4月1日以降に 

                 取得した建物（建物附属設備を除く）は定額法）を 

                 採用し、連結子会社は定額法を採用しております。 

(2) 無形固定資産………………………定額法を採用しております。 

                 なお、ソフトウェア（自社利用分）については、社 

                 内における利用可能期間（5年）に基づく定額法に 

                 よっております。 

 

  ３．重要な引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金…………………………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権に 

                 ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の 

                 債権については個別に回収可能性を検討し、回収不 

                 能見込額を計上しております。 

(2) 賞与引当金…………………………従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、 

                 支給見込額に基づき計上しております。 

(3) 退職給付引当金……………………従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末 

                    における退職給付債務および年金資産の見込額に基づ 

                    き、当中間連結会計期間末において発生していると認 

                    められる額を計上しております。 

(4) 役員退職慰労引当金………………親会社の役員に対する退職金の支出に備えるため、 

                 内規に基づく中間期末要支給額を計上しております。 

 

  ４．リース取引の処理方法 

     リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス･リース取 

     引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
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  ５．その他の中間連結財務諸表作成のための重要な事項 

     消費税等の会計処理について 

      消費税等の会計処理は税抜方式によっております。 
 

［４］連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

    連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用しております。 

 

［５］中間連結キャッシュフロー計算書における資金の範囲 

    中間連結キャッシュフロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随 

    時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリス 

    クしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。 
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［注 記 事 項］ 

 

（中間連結貸借対照表関係） 

                                     (当中間連結会計期間末) (前中間連結会計期間末)   (前連結会計年度末) 

   １．有形固定資産の減価償却累計額   5,734,217千円  5,688,262千円   5,644,652千円 

   ２．担保資産及び担保付債務 

    ①担保に供している資産   建物     761,972千円   455,935千円     759,482千円 

                 土地  1,117,387千円   1,146,867千円   1,117,387千円 

                 計    1,879,360千円   1,602,802千円   1,876,869千円 

    ②担保付債務 短期借入金               -- 千円     200,000千円          -- 千円 

           一年内返済予定長期借入金   474,052千円     466,702千円     558,452千円 

                      長期借入金         771,938千円  1,245,990千円   1,001,764千円 

              計          1,245,990千円   1,912,692千円   1,560,216千円 

   ３．保証債務 

    札幌団地倉庫事業協同組合の北海道からの借入金(中小企業高度化資金)に対し債務保証 

を行っております。              1,726千円       2,071千円    1,898千円 

 

（中間連結損益計算書関係） 

     「会員権評価損」に含まれている会員権預託保証金に係る貸倒引当金繰入額 

                                       (当中間連結会計期間)  (前中間連結会計期間)     (前連結会計年度) 

                                              250千円         -- 千円          370千円 

 

（中間連結キャッシュ･フロー計算書関係） 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との 

関係 

                                       (当中間連結会計期間)  (前中間連結会計期間)     (前連結会計年度) 

        現金及び預金勘定         1,413,602千円   1,321,107千円   1,564,802千円 

                預入期間3ヶ月超の定期預金  △ 100,000千円          -- 千円  △ 100,000千円 

               現金及び現金同等物       1,313,602千円   1,321,107千円   1,464,802千円 
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（リース取引関係） 

 

○リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス･リース取引  

 (借手側)                                    

1. リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末(期末)残高相当額 

                                   (当中間連結会計期間)  (前中間連結会計期間)   (前連結会計年度) 

  工具器具及び備品 

   (1)取得価額相当額         101,806千円       108,271千円       108,695千円 

   (2)減価償却累計額相当額          70,390千円      44,141千円        63,435千円 

   (3)中間期末(期末)残高相当額    31,416千円        64,130千円        45,259千円 

  無 形 固定資産         

   (1)取得価額相当額              24,444千円       26,250千円        26,250千円 

   (2)減価償却累計額相当額          12,176千円       7,937千円        11,005千円 

   (3)中間期末(期末)残高相当額    12,268千円      18,312千円        15,245千円 

    合      計 

   (1)取得価額相当額             126,251千円     134,522千円       134,945千円 

   (2)減価償却累計額相当額          82,566千円      52,078千円        74,441千円 

   (3)中間期末(期末)残高相当額    43,684千円      82,443千円     60,504千円 

   (注)取得価額相当額は、未経過リース料中間期末(期末)残高が有形固定資産の中間期末(期末) 

       残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法により算定しております。                      

                                                                                         

 2.未経過リース料中間期末(期末)残高相当額 

                                    (当中間連結会計期間)  (前中間連結会計期間)   (前連結会計年度) 

    １ 年 内                         30,646千円        31,720千円        31,004千円 

    １ 年 超                         40,782千円      71,429千円        56,106千円 

    合            計                 71,429千円     103,150千円        87,111千円 

  (注)未経過リース料中間期末(期末)残高相当額は、未経過リース料中間期末(期末)残高が有形 

       固定資産の中間期末(期末)残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法により算定し 

       ております。                      

                                                                                         

 3.支払リース料及び減価償却費相当額 

                                    (当中間連結会計期間)  (前中間連結会計期間)   (前連結会計年度) 

    支 払 リ ース料                         15,681千円     16,165千円        32,204千円 

    減価償却費相当額             16,820千円     27,581千円        49,910千円 

                                                                                         

 4.減価償却費相当額の算定方法 

    リース期間を耐用年数とし、「工具器具及び備品」は残存価額を零とする定率法により、「無 

形固定資産」は利用可能期間(5年)に基づく定額法によっております。                   
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○リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス･リース取引  

 (貸手側)                                    

1.固定資産に含まれているリース物件の取得価額、減価償却累計額及び中間期末(期末)残高 

                                   (当中間連結会計期間)  (前中間連結会計期間)   (前連結会計年度) 

  車両及び運搬具         

    (1)取得価額                  274,348千円      282,911千円       286,849千円 

       (2)減価償却累計額              187,181千円       179,189千円       190,472千円 

       (3)中間期末(期末)残高          87,167千円       103,721千円        96,377千円 

   そ   の   他 

   (1)取得価額                   121,786千円     117,643千円       140,153千円 

   (2)減価償却累計額                71,305千円      78,181千円        81,734千円 

   (3)中間期末(期末)残高         50,481千円      39,462千円        58,418千円 

    合      計 

   (1)取得価額                   396,135千円     400,554千円       427,003千円 

   (2)減価償却累計額               258,486千円     257,370千円       272,207千円 

   (3)中間期末(期末)残高        137,648千円     143,184千円       154,795千円 

 

 2.未経過リース料中間期末(期末)残高相当額 

                                    (当中間連結会計期間)  (前中間連結会計期間)   (前連結会計年度) 

    １ 年 内                         73,837千円       80,188千円        80,609千円 

    １ 年 超                        122,011千円      119,516千円       130,980千円 

    合            計                        195,849千円     199,704千円       211,590千円 

 

 3.受取リース料及び減価償却費及び受取利息相当額 

                  (当中間連結会計期間)  (前中間連結会計期間)   (前連結会計年度) 

       受 取 リ ース料                         49,660千円       57,419千円       113,092千円 

       減 価 償 却 費                     26,602千円     26,619千円        60,028千円 

       受取利息相当額                          7,423千円     8,083千円        16,215千円 

 

 4.利息相当額の算定方法 

    利息相当額の各期への配分方法については、利息法によっております。 

 

 

○オペレーティング・リース取引 

 (貸手側)                                     

  未経過リース料                    (当中間連結会計期間)  (前中間連結会計期間)   (前連結会計年度) 

    １ 年 内                       9,829千円      10,677千円         9,574千円 

    １ 年 超                          4,460千円       7,153千円         2,511千円 

    合            計                 14,289千円      17,831千円        12,085千円 
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（有価証券関係） 

 

当中間連結会計期間（平成15年9月30日現在） 

  １．その他有価証券で時価のあるもの                  （単位：千円） 

        区  分       取 得 原 価      中間連結貸借対照表計上額      差  額 

      (1)株式              60,746             130,703              69,957     

           (2)債券                        --                  --                  -- 

           (3)その他                   4,971               6,433               1,461 

                  計                  65,717             137,136              71,419 

２．時価評価されていない主な有価証券                                  （単位：千円） 

                         中間連結貸借対照表計上額      摘  要 

      その他有価証券 

       非上場有価証券(店頭売買株式を除く)          379,253 

 

前中間連結会計期間（平成14年9月30日現在） 

  １．その他有価証券で時価のあるもの                  （単位：千円） 

        区  分       取 得 原 価      中間連結貸借対照表計上額      差  額 

      (1)株式             114,470             123,544               9,073     

           (2)債券                        --                  --                  -- 

           (3)その他                   9,987               5,747           △  4,240 

                  計                 124,458             129,291               4,833 

  ２．時価評価されていない主な有価証券                                  （単位：千円） 

                         中間連結貸借対照表計上額      摘  要 

      その他有価証券 

       非上場有価証券(店頭売買株式を除く)          405,294 

 

前連結会計年度（平成15年3月31日現在） 

  １．その他有価証券で時価のあるもの                  （単位：千円） 

        区  分       取 得 原 価        連結貸借対照表計上額       差  額 

      (1)株式              60,564              91,773              31,208     

           (2)債券                        --                  --                  -- 

           (3)その他                   4,971               4,971                  -- 

                  計                  65,536              96,744              31,208 

          （注）表中の取得原価は減損処理後の帳簿価額であります。なお、当連結会計年度にお 

いて減損処理を行い、投資有価証券評価損44,241千円を計上しております。 

    ２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券                          （単位：千円） 

                        売  却  額                            売却損の合計額            

                                       5,890                                   9,408     

  ３．時価評価されていない主な有価証券                 （単位：千円） 

                           連結貸借対照表計上額       摘  要 

      その他有価証券 

       非上場有価証券(店頭売買株式を除く)          379,253 

          （注）当連結会計年度において減損処理を行い、投資有価証券評価損25,540千円を計上 

しております。 
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デリバティブ取引関係 

 

  当中間連結会計期間（平成15年4月1日から平成15年9月30日） 

        当社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

 

  前中間連結会計期間（平成14年4月1日から平成14年9月30日） 

        当社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

 

  前連結会計年度（平成14年4月1日から平成15年3月31日） 

        当社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

 

 

 

セ グ メ ン ト 情 報 

 

１． 事業の種類別セグメント情報 

 

当中間連結会計期間（平成15年4月1日から平成15年9月30日）                (単位:千円) 

             物流事業 保険代理業 その他の事業     計    消去又は全社    連結     

 売  上  高 

 (1)外部顧客に対する売上高 2,555,958   132,627    68,400  2,756,986        --   2,756,986 

 (2)ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部売上高 

   又は振替高                  --        --    14,753     14,753   (14,753)         -- 

      計           2,555,958   132,627    83,153  2,771,739   (14,753)  2,756,986 

 営 業 費 用         2,292,957    53,667    63,769  2,410,394   191,378   2,601,773 

 営 業 利 益           263,000    78,959    19,384    361,344  (206,132)    155,212 

 

前中間連結会計期間（平成14年4月1日から平成14年9月30日）                (単位:千円) 

             物流事業 保険代理業 その他の事業     計    消去又は全社    連結     

 売  上  高 

 (1)外部顧客に対する売上高 2,527,251   158,638    69,689  2,755,578        --   2,755,578 

 (2)ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部売上高 

   又は振替高                  --        --    14,365     14,365   (14,365)         -- 

      計           2,527,251   158,638    84,054  2,769,944   (14,365)  2,755,578 

 営 業 費 用         2,257,766    54,422    62,040  2,374,228   189,159   2,563,388 

 営 業 利 益           269,485   104,215    22,014    395,715  (203,525)    192,190 

 

前連結会計年度（平成14年4月1日から平成15年3月31日）                     (単位:千円) 

             物流事業 保険代理業 その他の事業     計    消去又は全社    連結 

 売  上  高 

 (1)外部顧客に対する売上高 5,059,100   221,952   141,365  5,422,418        --   5,422,418 

 (2)ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部売上高 

   又は振替高                  --        --    28,869     28,869   (28,869)         -- 

      計           5,059,100   221,952   170,235  5,451,287   (28,869)  5,422,418 

 営 業 費 用         4,585,674   112,657   132,270  4,830,602   375,024   5,205,626 

 営 業 利 益           473,425   109,294    37,965    620,685  (403,893)    216,792 

 16 



 

 

 

 

（注）１．事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

   ２．各事業に属する主要な業務 

     (1)物流事業………………倉庫、運送等の業務 

     (2)保険代理業……………損害保険等の代理店業務 

      (3)その他の事業…………リース業、不動産賃貸業等の業務 
３． 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は当中間連結 

  会計期間は206,132千円、前中間連結会計期間は203,525千円、前連結会計年度は 

  403,893千円であり、親会社本社の管理部門に係る費用であります。 

 

２．所在地別セグメント情報 

   本邦以外の国または地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため該当事項はありませ 

  ん。 

 

３．海外売上高 

   海外売上がないため該当事項はありません。 

 

 

 

 

 

生産、受注及び販売の状況 

 

セグメント別営業収益 

（単位：千円） 

                        期    別  当中間連結会計期間前中間連結会計期間 前連結会計年度 

                                   平成15年4月 1日から   平成14年4月 1日から   平成14年4月 1日から      

  事業の種類別セグメントの名称            平成15年9月30日まで   平成14年9月30日まで  平成15年3月31日まで 

 

  物 流 事 業                        2,555,958         2,527,251         5,059,100    

  保 険 代 理 業                          132,627           158,638           221,952 

  そ の 他 の 事 業                           68,400            69,689           141,365 

 

     合    計               2,756,986         2,755,578         5,422,418 

 (注)１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

   ２．主な相手先別の営業収益及び総営業収益に対する割合 

                        期  別 当中間連結会計期間前中間連結会計期間 前連結会計年度       

  相 手 先            営業収益 割合(％) 営業収益 割合(％) 営業収益 割合(％) 

   日  本  曹  達 ㈱    429,558   15.6    435,977   15.8    847,955   16.1 
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